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県内農林水産事業者等への
「米国の関税措置に係るアンケート調査結果」について

１ 調査の概要

米国の追加関税措置による本県農林水産事業者、食品加工事業者、
卸売事業者への影響を把握するため、アンケート調査を実施

【調査期間】令和７年８月２１日から８月２９日まで
【調査対象】米国向けに輸出を行っている県内農林水産業者等 ２８事業者
【調査方法】調査様式を送付し、メール・電話にて回答を得た

〈米国との追加関税に関する合意内容〉
税率：８月７日以降１５％
（追加関税適用前から１５％を超える品目は従来の税率）
※木材については、米国が追加関税の適用要否について調査中

２ 調査の結果

【質問項目】 前回（５月） 今回（８月）
（回答２０事業者） （回答２８事業者）

（１）米国の関税措置による影響

・大いにある ０％ ３.６％
・ある １５.０％ ３.６％
・ほとんどない ３０.０％ ２５.０％
・ない ５０.０％ ６４.３％
・不 明 ５.０％ ３.６％

（２）関税措置への対応

・対応済み ０％ ３.６％
・対応検討中 ４０.０％ ２５.０％
・対応していない ６０.０％ ７１.４％

（３）行政の支援の必要性

・必要である ２５.０％ １７.９％
・どちらとも言えない ３０.０％ １７.９％
・不要である ４５.０％ ６４.３％


